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Ⅰ 組織の目的 

知の文化としての理学を継承・発展させるとともに、自然科学の最先端を切

り拓く研究を先導・展開する。 

学士課程においては、自然界に潜む普遍的な法則性を解明することにより、

人類が継承すべき知の文化を究めるとともに、先鋭的な理学研究を開拓し、国

際的な研究活動を牽引する人材及び幅広い理学的素養を有し、産業界で活躍で

きる人材を養成する。大学院課程においては、自由な発想と知的好奇心に基づ

き、自然界に潜む法則性を解き明かすことにより、知の文化である理学を継承

し、ひいては人類社会の進歩に貢献できる柔軟で論理的な思考力をもつ理学人

を養成する。 

数学系・物理学系・化学系・地球惑星科学系という４つの教育単位を擁し、

各々の領域で基礎から最先端に至る一貫したカリキュラムによる科学教育を行

っている。 

多様な研究分野の教員から構成されているという利点を活かして、特定の分

野に極端に偏らない教育カリキュラムを用意し、学生の興味に応じた教育が受

けられるように工夫している。さらに多様性を確保するために、外国人教員を

含む学外のエキスパートによる特別講義などを積極的に開講している。 

学士課程では自然科学の各領域における広汎な基礎を十分に身につけ、修士

課程において研究活動に着手する、というコース設計は多くの理工系のコース

と同様である。一方、博士後期課程の学生は研究者である、という認識のもと、

教員・ポスドク・博士後期課程学生が一体となって最先端の研究を行うことを

通して、人材育成を行っている。 

各課程において、国際意識・コミュニケーション能力を涵養する仕組みを設

け、自然科学の素養をもち、社会で活躍できる人材の育成を行っている。 

理学・工学教育においては、基礎科学の教育が重要であることは疑問の余地

がない。理学院では一部他学院の協力のもと、数学・物理学・化学（以上は必

修カリキュラムに含まれる）、宇宙地球科学（選択科目）の授業を基礎科目と

して全学に提供している。 
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また、学士課程の入学者選抜は、本学を志望する生徒さらには広く社会一般

への本学の人材育成方針に関する重要なメッセージという側面の認識のもと、

数学及び理科において試験問題の作成・採点において主要な役割を担っている。 

教育の質向上は、自然科学の教育においても喫緊の課題である。授業参観・

教育実践活動の顕彰による向上意識の醸成など、学院を挙げた取り組みにより、

学生の満足度が高い教育を提供している。 

数学系・物理学系・化学系・地球惑星科学系の４つの系を擁し、自然科学の

各々の分野における研究を実施している（継承）。特に、自然科学の最先端、

未知の領域を切り拓く研究を推進するため、研究者の個人の興味を原動力と

し、自由な発想のもとでの研究を行うことを研究推進の指針としている。 

数学・物理学・化学・地球惑星科学の各領域において広い範囲をカバーする

研究者構成を維持しており、このことによって研究分野の狭い集中によるリス

クを避けることができている。特に各領域にトップランナーを擁しており、世

界の自然科学研究をリードしている。業績が顕著な研究者による外部資金獲得

により、自由な研究を推進するための財政的基盤がある程度整っていることも

特徴である。 

研究者個人の興味・知的好奇心を原動力としていることにより、組織の枠を

超えた研究もさかんであり、学外との共同研究、学内の他組織との連携、学院

内の系をまたいだ共同研究が行われている。特に国際共同研究は日常的であ

り、講師以上の専任教員の８割程度、助教を含めた専任教員の７割程度の教員

が国際共著論文を発表している。 

自然科学の最先端を切り拓くためには若手研究者の力が必要であるという認

識が共有されており、特に博士後期課程学生（場合によっては修士課程学生

も）は「学生」というより共同して研究を推進する「研究者」とみなされてい

る。教員・ポスドク・学生が一体となった研究室運営によって自然科学研究を

推進しており、これがすぐれた人材の育成にもつながっている。 

自然科学の知見の社会へのフィードバックとして、地球史資料館の運営や地

域防災への貢献（火山流体研究センター）等、一般市民・地域住民への自然科

学の啓発活動を積極的に行っており、高い評価を得ている。 
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Ⅱ 中期目標期間の実績に係る特記事項 

１．優れた点 

（１）大学院講義の英語化 

大学院の講義の英語化を行った。2016 年度の教育改革から２年程度の試行

期間を経て、2018 年度に 90％以上の英語化を達成した。それに際し、日本語

を母語とする学生の学習に支障をきたさないための“補足説明”、“TA の配

置”などの工夫を行っている。 

 

（２）理学院教育賞 

優秀な教育の取り組みを顕彰する「理学院教育賞」を設けている。選考に当

たっては審査教員が授業参観を行い、さまざまな観点から評価を行っている。

受賞者の取り組みは教授会において構成員と共有している。また受賞者には研

究費を配分するとともに、受賞歴を教員業績評価の材料として活用している。 

※40 ページ参照 

 

（３）研究成果 

NISTEP 大学ベンチマーク（2015）によれば物理学 V1Q1、化学 V2Q2、数学・

地球科学 V3Q1 と各分野において最高水準の研究成果をあげていたが、第３期

中期計画期間も最高水準の成果があがっている。実際、SciVal のデータ 

(2016-2019, Classification: Natural Sciences (QS)) で Outputs in Top    

Citation Percentailes: 16.9%; 

 Publications in Top Journal Percentiles: 36.8%とすこぶる良好な成果が

あがっている。 

 

（４）国際共同研究 

国際共同研究が日常的に行われており、特別なものではなくなっている。実

際、講師以上の専任教員の８割程度、助教を含めた専任教員の７割程度の教員

が国際共著論文を発表している。 
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２．特色ある点 

（１）学修成果の可視化 

教養教育コア科目である教養卒論の優秀論文執筆者には発表会の機会を与

え、博士後期課程では発表やシンポジウム実施を課するなど、学修成果の可視

化を推進している。 

 

（２）国際大学院プログラム IGP(A) を 2019 年度から開始した。 

 

（３）学院化 

組織改編により、理工学研究科理学系から理学院へと再編された。従来の専

攻（数学・基礎物理学・物性物理学・化学・物質科学（理工横断）・地球惑星

科学）を数学系・物理学系・化学系・地球惑星科学系の４つの系に再編。特に

基礎物理学専攻・物性物理学専攻の物理学系への統合により、より柔軟な組織

運営が可能となった。 

 

（４）若手助教支援 

若手助教の学内業務負担を軽減し、研究に集中できるようにすると共に、助

教ポストを５年+５年（地球惑星科学系は５年+３年）の任期制とし、早めのス

テップアップを促している。 
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Ⅲ 各水準の分析 

１．教育の水準の分析 

（１）教育活動の状況 

＜１ 教育課程方針＞ 

教育課程方針において、学生や授業科目を担当する教員が解り易いように 

①教育課程の編成の方針 

②教育課程における教育・学習方法に関する方針 

③学習成果の評価の方針 

を明確かつ具体的に明示していること 

 

＜２ 学位授与方針＞ 

学位授与方針は、本学の卒業認定・学位授与方針を踏まえて、具体的かつ明確

に策定していること 

 

＜３ 教育課程の編成、授業科目の内容＞ 

・教育課程方針が学位授与方針と整合性を有していること 

・教育課程の編成が、体系性を有していること 

別冊資料（教育） 

1-1 学修の心得 

1-2 教養科目 

1-3 学士学修案内 

1-4 大学院学修案内 

1-5 リベラルアーツ研究教育院コア学修 

1-6 教育プログラムの特徴-くさび型教育 
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○複合系コース 
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【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 数学・物理学・化学・地球惑星科学各領域の特性に応じ、基礎から最先端 

までの一貫したカリキュラムを構築している。特に学士課程低年次では特 

定の分野に偏らない教育を行い、高年次及び大学院課程では学生の興味に応 

じられる多様な科目を設置し、科目体系図・モデルカリキュラムなどを学生 

に提示することにより、学修の便宜を図っている。地球惑星科学系ではとく 

に必修科目を最小限におさえることにより、学生が興味に応じた履修ができ 

るようなカリキュラムを用意している。 

○ 学生の多様な興味に対応するべく、特別講義を数多く開講している（年間 

70 単位程度）。一部は外国人教員による英語開講の授業である。 

○ 大学院課程では他大学を卒業した入学者が多いことが特徴である。そのよ

うな学生にも本学出身の学生と同様の教育をする必要があるが、前提とする

知識・技能が十分でない場合も多い。一部実験科目などで、そのような学生

に対応する授業を開講している。 

○ 本学の卒業生が持っているべき最低限の教養として、全学共通の基礎教育 

科目においては、学院によらない内容を精選し共通のカリキュラムを作成し

ている。 

○ 理学院教育課程においても、必須である教養教育として、全学教養教育課

程履修を必須科目としている。その内容は以下のようなコア学修プログラム

で構成されている。  

○ 学士課程１年次必修「東工大立志プロジェクト」では、４名組のグループ

ワークを通して大学での学びに向けて志を立て、強い動機を持たせ、３年次

必修「教養卒論」では、将来の研究や活動と社会との関わりや社会への貢献

を、ペアワークによるピアレビューを通して 5,000 字以上の論文にまとめさ

せた。修士課程では、学生の半数が履修する選択科目「リーダーシップ道場」

で、グループワークを通してリーダーシップの基礎概念や発揮手法の実践的

理解を促した。 
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○ 博士後期課程の選択必修科目「教養先端科目」「学生プロデュース科目」に 

おいて、SDGs の解決に向けたグループ論議を行わせ、ポスター発表を含むシ        

ンポジウムを学生主体で年３回開催した。 

 

＜４ 授業形態、学習指導法＞ 

・授業科目の内容が、授与する学位に相応しい水準となっていること 

・１年間の授業を行う期間が原則として 35 週にわたるものとなっていること 

・各科目の授業期間が 10 週又は 15 週にわたるものとなっていること 

10 週又は 15 週と異なる授業期間を設定する場合は、教育上の必要があり、

10 週又は 15 週を期間として授業を行う場合と同等以上の十分な教育効果を

あげていること 

・シラバスに授業名、担当教員名、授業の目的・到達目標、授業形態、各回の

授業内容、成績評価方法、成績評価基準、準備学習等についての具体的な指

示、教科書・参考文献、履修条件等が記載され、学生に対して明示されてい

ること 

・教育上主要と認める授業科目は、原則として専任の教授・准教授が担当して

いること 

別冊資料（教育） 

1-7 授業日程 

1-8 キャリア支援部門令和２年度活動報告 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 理学院では各課程においてインターンシップを「キャリア科目」として位 

置づけ、単位を付与している。 

○ 学生の幅広い興味に対応できる「分野の偏らない」教員構成を維持してい 

る。実際、各系、ディシプリンにおける大括りの分野（科研費審査区分にお

ける中区分程度の大きさ、数学における“代数学”・“幾何学”･“解析学”、
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物理学における“素粒子原子核・宇宙物理学”･“物性物理学”、化学におけ

る“物理化学”・“有機化学”・“無機･錯体分析化学”、地球惑星科学［科研で

はこれ自体が中区分］のどの部分にも偏りなく優秀な教員を配置している。 

○ 国際意識醸成のためにさまざまな取り組みを行っている：外国人専任教員 

を積極的に採用し、学生に多様な授業を提供している。また、短期の特任教

員として外国人教員を招聘し、集中講義を行っている。各系の特徴的な取り

組みとして、 物理学系では「物理学リーダーシップ・プログラム」開講科目

として、海外に渡航し国際共同プロジェクトに従事したり、スクール参加や

短期留学などの教育を受けたり、国際会議において外国語で発表した機会に

ついて、それぞれ演習科目を設定して事前の準備や帰国後の振り返り報告書

の執筆を含んだアクティビティとして単位化している。また、地球惑星科学

系において、地球科学的に重要な意味を持つ場所を訪れ、直接触れるために、

海外巡検を授業として実施している。 

○ 学生の英語力の向上と研究成果の国際的発信を目指し、一部の系では修士 

論文を英語で執筆するよう指導している。 

○ 学士課程１年次の数学・物理学・化学全学共通科目のうち１クラスを英語 

開講としている。 

○ 理学院教育課程においても、必要不可欠な教養の一環として全学教養教育 

課程履修を必須としている。教養教育コア学修プログラムでは、以下のよう

な新しい指導法を実践した。 

（１）学士課程から博士後期課程まで、ペアワーク、グループワークを主体

としたカリキュラムを推進 

（２）学士課程３年次で文章作成法とレビュー法を、修士課程でリーダーシ

ップ発揮手法を教授 

（３）コア学修プログラムでは、大学院生がファシリテーターを務めるなど、

学び合いの環境を提供。 

○ 加えて教養教育コア科目である教養卒論の優秀論文執筆者には発表会の機 
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会を与え、博士後期課程では発表やシンポジウム実施を課するなど、学修成

果の可視化を推進した。これと合わせ、基礎的な科目の多くで講義・演習・

実験を有機的に組み合わせ、学生が主体的に参加できる（いわゆるアクティ

ブラーニング）授業構成をとっている。  

○ 全学教養教育と協力して、学生主体の多様な学びを支えるため、FD 研修を 

受講した教員が、複数名担当を含めた授業を展開し、クォーター毎に振り返 

りの FD に参加し、学習指導法の見直しを行った。また、教養教育で用いる 

一部の教室について、可動式の机や椅子の配置や床に座って話し合いができ 

るように改装され、アクティブラーニングに適した整備を行った。 

 

＜５ 履修指導、支援＞ 

・大学院課程においては、学位論文（特定の課題についての研究の成果を含む）

の作成等に係る指導（以下「研究指導」という）に関し、指導教員を明確に

定めるなどの指導体制を整備し、計画を策定した上で指導することとしてい

る 

・学生のニーズに応え得る履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が

行われている 

・社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組を実施している 

・障害のある学生、留学生、その他履修上特別な支援を要する学生に対する学

習支援を行う体制を整えている 

別冊資料（教育） 

1-8 キャリア支援部門令和２年度活動報告 

1-9 東京工業大学アカデミック・アドバイザー制度に関する規則 

1-10 学修コンシェルジュ 窓口のご案内 

1-11 学士課程（新入生向け）学修コンシェルジュによるガイダンス配布資料 

1-12 大学院課程（新入生向け）学修コンシェルジュによるガイダンス配布資料 

1-14 新入生（学士課程）総合オリエンテーション資料 
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1-15 大学院新入生オリエンテーション資料 

1-16 東京工業大学学士課程における成績不振学生の修学指導に関する申合せ 

1-17 キャンパスガイドブック 

1-18 バリアフリー支援室案内 

1-19HUB-International Communications Space 

1-20 保健管理センターのしおり 

1-21 留学生チューター _ 留学生向け情報 _ 在学生の方 _ 東京工業大学 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 複数のアカデミック・アドバイザーにより学生の履修指導を行っている。 
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○ 修士課程においては、指導教員以外のアカデミック・アドバイザーによる 

助言等を通して多角的な指導を行っている。  

○ 学士課程学生のための「数学相談室」「物理相談室」「化学相談室」「宇宙地

球科学相談室」を設置し、大学院生ティーチング・アシスタント、教務支援

員等が学生の質問等に答えている。ほぼ連日来室者がおり、学士課程学生の

学修の助けとなっている。 

○ 修士課程、博士後期課程の研究中間発表を主指導教員・副指導教員以外の 

教員にも公開し、さまざまな分野の多角的な視点から研究指導を行っている。 

○ 全学教養教育活動として以下のプログラムを実施した。 

○ 対話を主としたコア学修プログラムにおいて、学生が対話に困難を有する

場合は、各科目実施ワーキンググループが対応した。必要な際は保健管理セ

ンターや学生支援センターと連携し、年度をまたいで学生の履修に配慮した。 

○ 2019 年度からは初年次及び３年次の必修科目において、複数回欠席した学

生を早期に発見して対応する取り組みを開始した。 

○ University Education Administrator を中心としてワーキンググループを

設置し、コア学修プログラムの教育効果を可視化する取り組みを 2019 年に開

始した。 

 

＜６ 成績評価＞ 

・成績評価基準を学位授与方針及び教育課程方針に則して定められている学習

成果の評価の方針と整合性をもって、組織として策定していること 

・成績評価基準を学生に周知していること 

・成績評価基準に則り各授業科目の成績評価や単位認定が厳格かつ客観的に行

われていることについて、組織的に確認していること 

・成績に対する異議申立て制度を組織的に設けていること 

別冊資料（教育） 

1-22 東京工業大学における成績に対する確認及び不服申立てに関する要項 
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【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 教養教育コア学修プログラムでは、同一科目でも多数のクラスに分かれる

授業があるので、統一した成績評価基準を教員間で共有し、厳格に成績を評

価している。対応に疑義のある場合には、各科目実施ワーキンググループが

対応し、基準がずれないように対応を行った。 

○ 数学・物理学・化学の全学共通科目においては成績評価を標準化している。 

   特に、複数の教員がそれぞれ一部の学生にのみ関わる科目においては、成

績評価の標準化を行い、学生が不公平感を持たないように常に工夫した。 

 

＜７ 卒業（修了）判定＞ 

・大学等の目的及び学位授与方針に則して、卒業又は修了の要件（以下「卒業

修了要件」という。）を組織的に策定していること 

・大学院課程においては、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審

査に係る手続き及び評価の基準（以下「学位論文審査基準」という。）を組織

として策定されていること 

・卒業又は修了の認定を、卒業修了要件（学位論文評価基準を含む）に則して

組織的に実施していること 

別冊資料（教育） 

1-23 東京工業大学学修規程 

1-24 東京工業大学大学院学修規程 

1-25 東京工業大学修士、博士及び修士(専門職)学位審査等取扱要項 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 学士特定課題研究の報告レポート（旧課程の学士論文に相当）は指導教員

以外の教員の査読を励行している。 
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＜８ 学生の受入＞ 

・ 学生受入方針が確認できる資料 

・ 入学定員充足率 

別冊資料（教育） 

 1-26 入学定員充足率（H28-R3) 
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○複合系コース 
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【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 推薦入試（理学に関する課外活動、SSH 指定校における授業などでの理学

に関する活動、科学オリンピックでの成果による選抜；学校長推薦）による

選抜を定員の一部で行っている。この方式による入学者の女子比率は 20%で

あり、面接、筆記試験を課さないので 関東圏外からの受験者が 40%程度と

なっている。  

○ 修士・博士後期課程では系ごとに入学説明会を随時開催している。  
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○ 高等学校への出張講義、特に女子校への出張を積極的に展開し、自然科学

に興味をもつ高校生への情報提供をしている。  

 

・出張講義実施状況 
 

実 施 時 期 実 施 教 員 演       題 行先高等学校名 

2016 年 10 月 河合 誠之 
数を通して考える – 恋愛か

ら宇宙まで 

頌栄女子学院 

中学校・高等学校 

2016 年 12 月 井澤 公一 
超伝導、磁性を中心とした固

体物理、低温物理 

吉祥女子中学・ 

高等学校 

2016 年 12 月 中本 泰史 
宇宙に生命がいるとしたら

どこにいるか？ 

共立女子中学校・

高等学校 

2016 年 12 月 河合 誠之 
数を通して考える – 恋愛か

ら宇宙まで 

共立女子中学校・

高等学校 

2016 年 12 月 山下 真 
毎日の生活を支える数学的

アプローチ 

豊島岡女子学園 

中学校・高等学校 

2016 年 12 月 大島 康裕 
光で探る分子のダイナミッ

クな姿 

鴎友学園女子 

中学高等学校 

 

2017 年 10 月 

 

中島 淳一 

地震はなぜ起こるか？日本

列島の下で何が起こってい

るか？ 

頌栄女子学院 

中学校・高等学校 

2017 年 11 月 井澤 公一 
超伝導、磁性を中心とした固

体物理、低温物理 

大妻中学高等学校 

2017 年 12 月 工藤 史貴 抗生物質の化学 鴎友学園女子 

中学高等学校 

2018 年１月 渡辺 澄夫 数学と人工知能 
共立女子中学 

高等学校 

2018 年 10 月 中本 泰史 
宇宙に生命がいるとしたら

どこにいるだろうか？ 

吉祥女子中学・高

等学校 

2018 年 10 月 豊田 真司 
ベンゼンを組み合わせて新

しい分子を創造する 

頌栄女子学院 

中学校・高等学校 

 

2018 年 11 月 

 

西田  祐介 

「物理学の地平線」－ 超流

動・超伝導から質量の起源と

宇宙の進化へ 

 

大妻中学高等学校 

2018 年 11 月 工藤 史貴 抗生物質の化学 大妻中学高等学校 

  地震はなぜ起こるか？日本  
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2018 年 11 月 中島 淳一 列島の下で何が起こってい

るか？ 

大妻中学高等学校 

2019 年１月 工藤 史貴 抗生物質の化学 
共立女子中学 

高等学校 

 

2019 年１月 

 

中島 淳一 

地震はなぜ起こるか？日本

列島の下で何が起こってい

るか？ 

共立女子中学 

高等学校 

2019 年 11 月 河合 誠之 
数を通して考える – 恋愛か

ら宇宙まで 

大妻中学高等学校 

2019 年 11 月 豊田 真司 
ベンゼンを組み合わせて新

しい分子を創造する 

大妻中学高等学校 

2019 年 11 月 太田 健二 
ダイヤモンドで覗く地球の

深淵 

大妻中学高等学校 

2019 年 11 月 西田  祐介 

「物理学の地平線」－ 超流

動・超伝導から質量の起源と

宇宙の進化へ 

頌栄女子学院 

中学校・高等学校 

 

2021 年 11 月 

 

正井 秀俊 

"講義題目：「太鼓の形が聞こ

えますか？」-- 数学と問い

かけ 

 

大妻中学高等学校 

2021 年 11 月 河合 誠之 
見えないブラックホールの

見つけ方 
大妻中学高等学校 

2021 年 11 月 大森 建 

有機化学に関する講義（講義

名：有機化合物を自在につく

る  〜ナノメーターの積み

木あそび〜） 

大妻中学高等学校 

2021 年 12 月 河合 誠之 
見えないブラックホールの

見つけ方 

鷗友学園女子 

中学高等学校 

2021 年 12 月 大森 建 

有機化学に関する講義（講義

名：有機化合物を自在につく

る  〜ナノメーターの積み

木あそび〜） 

 

鷗友学園女子 

中学高等学校 

2021 年 12 月 上野 雄一郎 
生命惑星化学～最先端の研

究の紹介～ 

鷗友学園女子 

中学高等学校 

 

2021 年 11 月 

 

正井 秀俊 

"講義題目：「太鼓の形が聞こ

えますか？」-- 数学と問い

かけ 

 

大妻中学高等学校 



理学院 

34 
 

○ 数学系では、出張講義の他に、研究室訪問も受け入れている 。 

○ 化学系では、系として主に修士課程入学希望者を対象に、年間４回入試説 

明会を実施している。また、SSH 指定校からの見学受け入れを行っている。 

○ 博士後期課程の定員充足率は例年 90%程度で、そのほとんどが東京工業大 

学出身の学生である。優秀な学生が進学しており、教育効果も上がっている。

また、海外の大学との部局間交流協定締結・国際大学院プログラムへの参 

加などを通して留学生の増加を図っている。 

○ 物理学系では「ひらめき☆ときめきサイエンス」を実施し、中高校生に向  

けて科学的好奇心を刺激して学問の素晴らしや楽しさを伝えた。  

 

＜９ 教育の国際性＞ 

・卒業（修了）時の学生からの意見聴取の結果により、大学等の目的及び学位

授与方針に則した学習成果が得られていること 

 

・海外派遣学生数 
 

年度 

学士課程 修士課程 博士後期課程 

学生数 
海外派遣

学生数 
学生数 

海外派遣

学生数 
学生数 

海外派遣

学生数 

2016   479 40 61 7 

2017 383  1,029 59 160 20 

2018 782 73 1,190 4 258  

2019 1,552 57 1,227 47 331 8 

2020 1,636 1 1,231 5 363 2 

2021 1,631 1 1,250 17 387 2 
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【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 数学・物理学・化学の全学教育科目（低年次基礎科目）の１クラスを英語 

で開講している。 

○ 国際大学院プログラム IGP(A) を 2019 年度から開始した。  
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○ 大学院の講義は原則として英語で行われている。実際、2016 年度の教育改 

革から２年程度の試行期間を経て、2018 年度に 90％以上の英語化を達成し 

た。それに際し、日本語を母語とする学生の学習に支障をきたさないための 

“補足説明”、“TA の配置”などの工夫を行っている。 

○ 博士後期課程の選択必修科目「教養先端科目」「学生プロデュース科目」は 

英語での対話を主体としたアクティブラーニング形式の講義を行っている。 

最終回のグループ発表やシンポジウム開催に向けて、学生が英語での会話を 

授業内外で積極的に行うことを促している 。 

 

＜10 地域連携による教育活動＞ 

・卒業（修了）後一定期間の就業経験等を経た卒業（修了）生からの意見聴取

の結果により、大学等の目的及び学位授与方針に則した学習成果が得られて

いること 
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【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 理学院火山流体研究センターでは、草津白根火山観測所を拠点として、火 

山観測研究に関する教育を推進している。文部科学省“次世代火山研究・人 

材育成総合プロジェクト”のコンソーシアムに参画し、関連する大学と連携 

を取りながら、火山研究の推進とともに、火山学者の育成のための教育活動 

を推進している。 

○ 火山流体研究センターにて地域（群馬県、草津町）の小中学生への特別講 

義、科学学習を提供した。  

○ おもに化学系において、地域の小中学生への授業、行政関係者への講演と 

巡検、地域の団体での専門知識提供やイベントなどを行った。 

≪小中学生向け≫ 

・草津小学校６年生、学年行事、噴火で被災したゴンドラの見学・火口観察、 

2018 年７月 11 日（90 人） 

・草津中学校１年生、総合学習、「郷土の自然を知ろう」、授業と実習、 

2019 年６月 12 日（55 人） 

・草津小学校５年生、総合学習、「火山と人間」、授業 

2019 年 10 月４日（34 人） 

・群馬県環境森林部自然環境課、芳ヶ平湿地群学習ミニブックの監修・資料提

供（2017 年度・2018 年度） 

・あがつま子どもセンター、親子体験事業「気分は火山学者」、 

2017 年 10 月 14 日、（70 人） 

・草津温泉観光協会、草津っ子プロジェクト、体験事業「火山と温泉、そして

私達の生活」、 2019 年６月 30 日（100 人） 

≪一般向け≫ 

草津町教育委員会、吾妻町村連携講座「ふるさと探訪」in 草津「火山との共生

～白根山系の自然環境について～」、2019 年６月 26 日（60 人） 
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≪理科教員向け≫ 

群馬県吾妻郡内理科教員部会、郡内理科教員研修会「草津白根火山巡検」、 2019

年８月９日（10 人） 

≪行政関係者向け、毎年実施≫ 

・自然公園財団草津支部（講演と巡検）、草津白根山の歴史を考える～過去に学

ぼう、 2016 年７月 26 日（30 人） 

・自然公園財団草津支部（講演と巡検）、草津白根山の噴火史と噴火前兆現象、 

2017 年７月 25 日（30 人） 

・自然公園財団草津支部（講演と巡検）、最近の草津白根火山に関する諸問題、 

2018 年７ 月 24 日（30 人） 

・自然公園財団草津支部（講演と巡検）、白根火山について、 

2019 年７月 23 日（30 人） 

 

＜11 教育の質の保証・向上＞ 

・就職先等からの意見聴取の結果により、大学等の目的及び学位授与方針に則

した学習成果が得られていること 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 優秀な教育の取り組みを顕彰する「理学院教育賞」を設けている。選 

考に当たっては審査教員が授業参観を行い、さまざまな観点から評価を行っ

ている。受賞者の取り組みは教授会において構成員と共有している。また受

賞者には研究費を配分するとともに、受賞歴を教員業績評価の材料として活

用している。  

・理学院教員教育賞授賞者 

年度 職 名 氏 名 対象となる教育活動 対象講義科目名 

2016 准教授 川平 友規 
学習の習慣化を促すレポー

ト課題を軸にした取り組み 

解析学概論第一・

第二 

2016 准教授 工藤 史貴 学部学生向けの環境安全教育 安全の化学 

2017 准教授 小野寺 有紹 
複合的視点からの教育によ

る学習意欲の向上 

微分方程式概論第一  

微分方程式概論第二 
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2017 准教授 竹内  一将 
オンラインクイズを用いた

復習促進の試み 

力学基礎１・２  

電磁気学基礎１・２ 

2018 助教 藤 芳  暁 
光の回折現象の歴史的背景

から安全教育 
物理学実験Ｂ 

2018 教授 中島 淳一 
卒業後に役に立つ「防災リ

テラシー」の修得 

地球惑星 

ダイナミクス 

2019 准教授 藤川  英華 

教科内容の特性を生かした

明晰な論理構成による講義

方法 

複素解析第一 

2019 准教授 太田  健二 
実際の鉱物・岩石に触れなが

ら理解する鉱物学・岩石学 
地球物質学 

2020 准教授 奥  住 聡 

論理の正確な理解と演習力

向上の両立を図る独自の穴

埋め式教材の使用 

電磁気学（地惑） 

2021 助教 橋本  義規 オンライン環境を利用した

双方向演習講義の実現 

「 位 相 空 間 論第

一・第二」演習 

2021 准教授 福  原 学 学生・教員が相互作用する

ことによる増幅教育効果 
化学熱力学基礎 

2021 准教授 玄田  英典 自力でゼロからプログラミ

ングする地球惑星科学 
数値地球惑星科学 

○ すべての授業を「授業参観可能」と位置づけ、教員相互の意見交換により 

教育の質向上につとめている。  

○ 理学院の教員のうち 50％程度が定期的にファカルティ・デベロップメント 

講習を受講している。特に地球惑星科学系では受講率が 90%以上となってい 

る。（英語講義のための講習、ハラスメント防止講習など。） 

○ 一部の科目においては全学の授業評価に加え、独自の授業評価アンケート 

を行い、授業内容に密着した改善を試みている。特に、地球惑星科学系では、 

全学の授業評価に加え、学生の組織による独自の授業評価を行っており、そ 

の結果（教員の「成績表」）を、学生も交えて教員全員で検討している。 

○ 地球惑星科学系全教員が参加する発表会を毎年開催し、外部評価委員から 

教育関係についてもコメントをもらっている。 

○ 学士課程１年次の全学共通科目につき、全学的に意見交換を行い、カリキ

ュラム、授業実施体制などについての課題を検討した。 
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○  2021 年度、物理学系では新組織になって初めて外部評価を行い、国内の著 

名な物理学者４名より評価報告書を頂いた。 

 

＜12 リカレント教育の推進＞ 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

 ○ 随時「理学院講演会」を開催し、科学に興味のある市民への啓発・普及 

活動を行っている。年２回程度、各回の参加者 100 名超。 

  

   

○ 東工大理学院×すうがくぶんか 「現代数学レクチャーシリーズ」を開催し 

ている。 
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○ 年１回、大田区生涯教育部門と連携して「おおた区民大学」を 20 年間にわ 

たり継続的に開催している。大田区民一般から抽選（常に２倍超の競争率）

された 100 名の幅広い年齢層(中高生から退職後の楽しみとされている方ま

で)の一般区民が参加している。また主題などを区民サークルが主体となって

選択する方式等運営に工夫を凝らしており、好評を博している。 
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Ⅱ 教育成果の状況 

＜１ 卒業（修了）率、資格取得等＞ 

・標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）

率、資格取得等の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して適正な状

況にあること 

別冊資料（教育） 

2-1 標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修

了）率 

・博士の学位授与数（課程博士のみ） 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 

0 1 29 30 34 34 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 理学院の博士後期課程は 2018 年度に初めて３年目の修了者を出している 

ので、データが十分ではないが、2018 年度は学位取得者が 29 名となってい

る。３年修了率は年度によって大きくばらついているが、2016 年度入学の博

士後期課程学生の８割程度は修了年限の 1.5 倍程度で学位を取得できる見込

みである。 

○ 旧理学部では学士課程の標準修業年限卒業率が低かった時代があったが、 

カリキュラム・指導の工夫により、第３期においては標準就業年限内の卒業

率が改善されており、90％程度が標準修業年限４年間で卒業している。 

 

＜２ 就職、進学＞ 

・就職（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学の状況が、大学等の目的

及び学位授与方針に則して適正な状況にあること 
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【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 博士後期課程進学率は 25％程度。修士課程・博士後期課程の定員比率は３： 

１なので、博士後期課程入学定員の 75%を学内からの進学者で占めているこ

とになる。優秀な学生が博士後期課程に多く進学することで、わが国の科学

研究の進展に寄与するとともに、自然科学を極めた社会人を輩出することに

よる社会の維持発展への寄与が期待できる。 
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（２）「研究の水準」の分析 

Ⅰ 研究活動の状況 

＜１ 研究の実施体制及び支援・推進体制＞ 

 

・ 本務教員の年齢構成 

教員年齢区分 
本務教員数 

教授 准教授 講師 助教 合計 

  ～24 歳 0 0 0 0 0 

25～34 歳 0 5 1 18 24 

35～44 歳 2 17 1 22 42 

45～54 歳 23 12 1 14 50 

55～64 歳 28 3 0 3 34 

65 歳～ 0 1 0 0 1 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 組織改編により、理工学研究科理学系から理学院へと再編された。従来の

専攻（数学・基礎物理学・物性物理学・化学・物質科学（理工横断）・地球

惑星科学）を数学系・物理学系・化学系・地球惑星科学系の４つの系に再

編。特に基礎物理学専攻・物性物理学専攻の物理学系への統合により、より

柔軟な組織運営が可能となった。 

○ 教員の流動性を高め、若手の有望な研究者の採用に努めている。 

○ これまで学内共同研究教育施設であった「火山流体研究センター」は火山

研究・火山研究者育成・地域防災の機能を維持しながら、2016 年４月より

理学院研究センターに改組した。 

○ 2016 年４月１日より「理財科学研究センター」、2017 年４月７日より 

「系外惑星観測研究センター」、2018 年２月１日より「量子物理学・ナノ

サイエンス先端研究センター」を新たに設置し、数理ファイナンス・太陽系

外惑星観測・量子物理学、ナノサイエンスにおける研究を推進した。 
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○ 2018 年度から部局 URA（リサーチ・アドミニストレーター）が研究支援を 

行っている。理学という産学連携が比較的盛んでない分野における URA 活動

の先例が少ない中、プレアワード、ポストアワード業務として、個々の研究

者の活動の支援を行っている。 

○ 産学連携コーディネーターによる支援により、国際特許申請準備を行って 

いる。  

 

＜２ 研究活動に関する施策／研究活動の質の向上＞ 

・ 構成員への法令遵守や研究者倫理等に関する施策の状況が確認できる資料 

別冊資料（研究）1-1～1-30 

・ 研究活動を検証する組織、検証の方法が確認できる資料 

別冊資料（研究）1-31 

 

・ 博士の学位授与数（課程博士のみ）  

2016 2017 2018 2019 2020 2021 

0 1 29 30 34 34 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 個人の興味を原動力とする自然科学研究を推進するため、研究者を特定の

分野に集中させない人事を行っている。数学・物理学・化学・地球惑星科学

の各領域をまんべんなくカバーできる人材構成をととのえている。 

○ 教員の流動性が高いが、若手採用を意識して補充している。2016 年度から

2021 年度までに採用した専任教員の採用時平均年令は 33.4 歳（全職階）、

助教に限れば 30. 7 歳であった。 

○ 若手の研究を奨励するとともに、 小分野をこえてその成果を共有するため

に「理学院若手研究奨励賞」をおいている。受賞者はその業績を全教員に紹

介する機会が与えられ、研究費が配分される。2016 年度４名、2017 年度４

名、2018 年度４名、2019 年度４名、2020 年度３名、2021 年度４名の若手教

員が受賞した。 
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・理学院若手研究奨励賞受賞者 

 

年度 職名 氏 名 研究題目 

2016 助教 菅 徹 非線形偏微分方程式の解の分岐構造 

 

2016 

 

助教 

 

那須 譲治 
量子スピン液体の熱力学的性質とダイナ

ミクスの理論的解明 

 

2016 

 

助教 

 

近藤 洋介 
束縛限界を超えた中性子過剰核に出現す

る特異構造の解明 

 

2016 

 

助教 

 

石川 忠彦 
分子性導体超薄結晶における超高速光相

制御とそのダイナミクスの研究 

 

2017 

 
准教授 

 
野坂  武史 

カンドル理論によるトポロジーへのホモ

トピカルな応用 

 

2017 

 

 
助教 

 
井上  遼太郎 

イッテルビウム原子を対象とした量子気

体顕微鏡の実現 

 

2017 

 
准教授 

 
福原 学 

アロステリズムを組み込んだ分析センサ

ーの創成 

 

2017 

 
助教 

 
安藤  吉勇 

新規合成反応開発を基盤とした高次構造

天然物の全合成研究 

 

2018 

 

准教授 
シェーン・ 

ケリー 

正標数の混合モチーフの理論：その基礎

付けと発展 

 

2018 

 

准教授 

 

藤岡 宏之 

ドイツ重イオン研究所におけるη’（イ

ータプライム）中間子原子核の高分解

能・高統計分光実験 

 

2018 

 

助教 

 

藤井 孝太郎 
機能性無機材料の構造物性および新材料

探索 

2018 助教 平野 照幸 低温度星周りの地球型惑星探査 

 

2019 

 
助教 

 
若林  泰央 

代数曲線とベクトル束のモジュライに関

連する数論および代数幾何学 

 

2019 

 
助教 

 
村上  雄太 

多自由度相関電子系のための非平衡理論

手法開発とその応用 

 

2019 

 
助教 

 
宮永  顕正 

ポリケタイド生合成におけるキャリアー

タンパク質認識機構の解析 

 

2019 

 
助教  

 
金  子   哲  

局所光学現象を用いた単分子接合の構造

解析  
   複素幾何学における標準計量の有限次元近似
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2020 助教 橋本  義規 と幾何学的不変式論に関する研究 

 

2020 

 
准教授 

 
打田  正輝 

トポロジカル半金属薄膜の量子輸送物性

に関する研究 

 

2020 

 
准教授 

 
山﨑  優一 

分子内の電子および原子運動の新規計測

法の開発 

 

2021 

 

准教授 

 

関澤  一之 

未知不安定核を生成する重イオン多核子

移行反応の量子多体理論の構築とその応

用 

 

2021 

 
助教 

 
大津  博義 

機能性細孔の速度論的創製と相互作用型

機能性分子の開拓 

 

2021 

 
助教 

 
羽場  麻希子 

隕石微小鉱物を用いた初期太陽系物質進

化に関する年代学的研究 

 

2021 

 
准教授 

 
三浦  達哉 

曲線や曲面の曲率を伴う変分問題・微分

方程式・幾何学的不等式の研究 

 

○ 地球惑星科学系では若手助教の学内業務負担を軽減し、研究に集中できる

ようにすると共に、助教ポストを５年+３年の任期制とし、早めのステップ

アップを促している。 

○ 地球温暖化とエネルギー問題の課題に関する研究「新触媒で CO2 を資源

化」の研究成果を記者会見で発表した。 

○ 工学院との共同プロジェクトとして「理工融合観測天文学」プログラムが

発足し、人事選考を開始した。 

○ 教授会において法令遵守・研究者倫理の講習を行い、構成員の法令遵守意

識を高めている。 

○ 理学の特性をふまえた評価を継続している。具体的には年度はじめに独自

形式の評価書の提出を全教員に求め、全学で収集したデータ、プレスリリー

スなどの公開情報等を総合して教員活動の評価を行っている。独自評価書は

以下のような特徴をもつ。(1)原則として教員本人が記入する。(2)系代表が

所見を記入することができる。(3)直近の研究業績に加えて全キャリアにわた

る代表的な業績を記入する欄を設けている。 

 



理学院 

50 
 

＜３ 論文・著書・特許・学会発表など＞ 

・ 研究活動状況に関する資料（理学院）  

 
2016 2017 2018 2019 2020 2021 

査読付 

論文数 
889 637 821 857 629 552 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 研究業績は著書、解説・論説に比べて原著論文の比重が大きく、また、そ

のほとんどが外国語によるものである。外国語による原著論文の発表数は、

平均して年間教員一人当たり１本程度。数学など原著論文の出にくい分野の

研究者を多数擁することを考慮すると研究活動は非常に活発であるといえ

る。 

○ 国際共同研究が日常的に行われており、特別なものではなくなっている。

実際、講師以上の専任教員の８割程度、助教を含めた専任教員の７割程度の

教員が国際共著論文を発表している。 

○  NISTEP 大学ベンチマーク（2015）によれば物理学 V1Q1、化学 V2Q2、数 

学・地球科学 V3Q1 と各分野において最高水準の研究成果をあげていたが、

第３期中期計画期間も最高水準の成果が上っている。実際、SciVal のデー

タ (2016-2019, Classification: Natural Sciences (QS)) で Outputs in 

Top Citation Percentailes: 16.9%; Publications in Top Journal  

Percentiles: 36.8% とすこぶる良好な成果があがっている。 

○ 年間教員一人当たり１件を超える国際会議発表、１件を超える国内会議発

表を行っている。 

○ 教員１名がクラリベイト・アナリティクス社の 2019 年度版 Highly Cited 

Researchers にリストアップされた。（2018 年度、2019 年度２年連続） 

→化学系の前田和彦准教授（現在、教授）が、11 月 16 日に発表されたク

ラリベイト社の 2021 年版高被引用論文著者（Highly Cited 

Researchers）に選出された（選出分野：化学）。前田准教授（現在、教

授）は 2018 年から４年連続で同リストに選ばれている。 



理学院 

51 
 

 

○ 2018 年度から 2021 年度の間に、以下の教員の受賞があった。 

文部科学大臣表彰科学技術賞３件、文部科学大臣表彰若手科学者賞９件、 

日本学術振興会賞２件、井上学術賞・井上奨励賞各１件、フンボルト賞１件、

日本数学会賞秋季賞１件、東工大挑戦的研究賞２件、東工大教育賞(優秀賞）

６件、「東工大の星」支援【STAR】１件、手島精一記念研究賞「研究論文賞」

１件、東工大挑戦的研究賞２件。 

 

＜４ 研究資金＞ 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】  

○ 科学研究費の獲得額が大きい。特に基盤研究（S）、特別推進研究、新学術

領域研究が複数件採択されている。科研費採択課題は継続を含め 100 件を超
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え、総額で年間９億円程度（直接経費）を得ており、増加傾向にある。 

○ 戦略的創造研究推進事業（科学技術振興機構）に採択された課題で年間２億

円程度を得ており、増加傾向にある。 

○ 理学院教員の研究分野が基礎科学を中心としていることから、研究資金はお   

もに科研費など、国の研究助成によっている。しかし、共同研究・受託研究

（１年あたり 300 万円程度）、奨学寄附金など（年あたり 1,500 万円程度）は

増加傾向にある。 

 

＜５ 地域連携による研究活動＞ 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】  

○ 本学院にある火山流体研究センターを中心に、国策である火山噴火予知研究  

を、関連する大学、国立研究機関と共同して推進し、研究成果を防災情報と 

して、気象庁及び地方自治体に発信している。  

 

＜６ 国際的な連携による研究活動＞ 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】  

○ Stony Brook 大学、IITG（インド工科大学）の連携協定を締結し、研究交流

をすすめている。  
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○ JSPS「二国間交流事業共同研究」プログラムによる「超高速光応答材料開発

を目指したナノスケール超高速構造科学分野の開拓」の課題名でのインド

(DST)との二国間交流事業を実施している。 

 

○ フランス CNRS との国際共同研究機構（LIA)に正式に加入して活動を行って

いる。 
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○ 国際共同研究が日常的に行われており、特別なものではなくなっている。実

際、講師以上の専任教員の８割程度、助教を含めた専任教員の７割程度の教

員が国際共著論文を発表している。 

 

＜７ 研究成果の発信／研究資料等の共同利用＞ 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 研究成果をプレスリリースとして公表している。 

○ 研究のために世界各地から採取してきた岩石などの資料を、本学の博物館や  

地球史資料館において、研究成果と共に展示している。  

 

＜８ 学術コミュニティへの貢献＞ 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】  

○ 日本数学会年会を 2019 年３月に開催した。  

○ 第６回東工大・ウプサラ大学合同シンポジウムに数学部会を設置し、数学系

として参加している。 
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○ 第 29 回 基 礎 有 機 化 学 討 論 会 （ 2018 年 ９ 月 、 600 人 規 模 ） 、 日 本        

結晶学会 2018 年度年会（2018 年 11 月、300 人規模）など開催した。 

○ 系外惑星観測研究センターは、「188cm 望遠鏡ワークショップ」や日本天文

学会と共催し公開講演会を開催した。 
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Ⅱ 研究成果の状況 

＜１ 研究業績＞ 

（学院の目的に沿った研究業績の選定の判断基準） 

本学院の目的である「研究者個人の興味を原動力とし、自由な発想のもとで自然科学の

研究を行う」にのっとり、影響力のある業績、特に 

（１）人類の知の文化としての理学を継承・発展させる業績として、自然科学の興味深

い問題の解決もしくは部分的な解決を与える業績、 

  (２) 自然科学の最先端を切り拓く研究を先導・展開する業績として、自然科学の各領

域に新しい問題をもたらす業績、 

（３）自然科学の知をもって長期的な視点で人類社会の維持・発展に貢献することに関連

して、新しい研究領域を切り拓く業績、を中心に選定した。 

 

【第３期中期目標期間に係る特記事項】 

○ 「金属錯体／半導体ハイブリッド材料による水を電子源とした CO2還元の研究」では、

CoOx/TaON をアノード、超分子光触媒担持 NiO をカソードとしてそれぞれ用いることで、

水を電子源とした可視光照射下での CO2還元反応に世界で初めて成功した。これにより、

緑色植物の光合成を人工系で再現できることが実証された。 

○ 高次構造を有するポリケチド系生理活性天然有機化合物の全合成研究」は II 型ポリケ

チド生合成経路に由来する、複雑多様な構造（高次構造）を持つ生理活性物質の全合成に

関するものである。具体的には、生合成経路で高次構造が発現する過程に着目し、得られ

るヒントをもとに新たな合成反応や合成戦略を開発した。これらの研究を通じ、有機合成

化学のさらなる学術的進歩に寄与した。 

○「火口湖を用いた火山活動評価に関する研究」では、美しい火口湖は観光客を惹き寄せ

る貴重な資源だが、突然の噴火で観光客が被災するばかりでなく、湖が決壊すれば遥か

下流域に甚大な被害を与えることを受け、地下で進行する火山活動の変化に対する火口

湖の応答を化学的・物理学的な考察に基づき明らかにした。本成果は、観測データに基    
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づいて火山活動評価を行うための理論的根拠を与えるものである。 

○ 「無機材料の精密構造物性と酸化物イオン伝導体の新構造ファミリーの探索」では、

エネルギー・環境問題の解決には、優れたイオン伝導体の開発とイオン伝導機構を解明

することが重要であることを受け、本研究では高温中性子回折法、単結晶中性子回折法

と最大エントロピー法を組み合わせた精密構造解析で世界に先駆けてイオン伝導経路を

可視化した。結晶構造とイオン伝導経路に基づいて新構造型のイオン伝導体を発見した

画期的な成果である。 

○ 「トポロジカル物質の探索とその特異な物性の研究」では、トポロジカル絶縁体・トポ

ロジカル半金属等に関して、従来とは異なるアプローチで理論を構築し、新物質を提案す

るとともに、トポロジカルなバンド構造が実現する物理的要因や、それが示す新規物性を

明らかにした。 

これにより、圧力等のパラメタ変化でバンドギャップが閉じる振舞の普遍的性質を明

らかにし、電子化物がトポロジカル物質に好適であることを示した。 

○ 「量子ホール朝永ラッティンジャー流体の非平衡状態に関する研究」では、一次元電

子系が、通常の３次元空間の電子と全く異なる性質を示すことを受け、本研究では、電

子のスピンと電荷が独立に運動する「スピン電荷分離」や、電子間相互作用があるにも

かかわらず「非熱的準安定状態」に留まるなどの特徴的な現象を、量子ホール朝永ラッ

ティンジャー流体を用いて検証することに成功した。低次元電子系の特徴を捉えた実験

として注目されている。 

○ 「量子磁性体におけるスピンの分数化」では、フラストレーションの強い量子磁性体で

は分数スピン励起の可能性が理論的に議論されていた。本論文では三角格子量子反強磁

性体 Ba3CoSb2O9 の中性子散乱実験を行い、分数スピン励起を強く示唆する励起スペクト

ルを観測した。また、キタエフ模型候補物質 RuCl3 の熱ホール効果を測定し、マヨラナ粒

子に分数化したスピンに特徴的な熱ホール係数の分数量子化を初めて捉えた。 

○ 「重力波望遠鏡の開発」では、東工大が重力波望遠鏡 KAGRA の開発の一翼を担っており、

特に干渉計設計や入出射光学系の開発に関して大きな貢献をしている。KAGRA は 2019 年
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末に観測を開始し、欧米の望遠鏡に続く第４の望遠鏡としてブラックホール連星や中性

子星連星が生成する重力波について、これまで以上の位置決定精度をもたらすと共に、重

力波の偏波という新しい情報をもたらすことが期待されている。 

○ 日本列島下で発生する地震の波形解析 により、プレート境界での水の移動経路（研究

成果(1)、(2)）、沈み込むプレート内地震の発生メカニズム（研究成果(3)）、火山の深

部構造などの研究を行なっている。沈み込み帯の地震・火山テクトニクスの理解に資する

研究である。 

○ 「平均曲率流の研究」では、幾何学的時間発展問題の中で最も重要な問題である平均曲

率流に関し、その数学的存在定理、正則性定理、特異点解析などの基本的理論を構築した。

これら問題は 1970 年代から懸案であった一方で、特異性を保持しつつ動く平均曲率流の

正確な定義さえ明らかではなかった。本研究ではフラクタル幾何の研究を源流に持つ幾

何学的測度論の枠組みで平均曲率流を研究し、基盤的な様々な研究結果を得ている。 

○ 「量子アフィン代数の表現論の研究」では、量子アフィン展開環上のレベル・ゼロエク

ストレマルウエイト加群の結晶基底の明示的かつ統一的な実現を、半無限ラクシンバイ・

セシャドリパスという新しい概念により与えた。これは、結晶基底の存在が柏原正樹によ

って 1990 年代前半に証明されて以来の未解決問題に解答を与えるものである。さらに、

非対称マクドナルド多項式の t=0,∞での特殊化の表現論的な解釈を与えた。 

○ 「散逸型発展方程式における動的特異性に関する研究」では、偏微分方程式の解の特異 

性は解析学における中心的な課題の一つであり、楕円型方程式に対する特異解の存在や、

放物型方程式における特異性発現の過程について多くの研究がなされている。本研究は

散逸を伴う発展方程式系において動的特異性を保持する解の存在と性質について調べ、

動的特異性を保持するメカニズムの解明と諸分野への応用を目指したものである。 
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Ⅳ 次期中期目標期間に向けた課題等 

【教育の水準の分析】に係る事項 

 基礎科学に相応しい多様性、境界分野の強化 

  

教育活動の状況 

４つの系からの多様な研究分野の教員から構成される利点を活かし、幅広い分野に渡っ

て学士・修士・博士後期課程の教育を行っている。理学院教育賞により、お互いに教育方

法を切磋琢磨する土壌ができあがっている。１年生教育・入試問題作成等で全学にも貢献

をしている。 

また、これまでの学校推薦型選抜を廃止し、2025 年度入試から総合型選抜を開始するこ

とにより、基礎科学に相応しい多様な入学者を受け入れることに引続き注力する。 

 

【基礎教育における課題】 

100 番台科目では多様なバックグラウンド、志向を持つ学生に横並びの教育を行ってい

るため、進んでいる学生、遅れている学生いずれにとっても不満足な教育を行わざるを得

ない。志向別、習熟度別の教育を行えるよう、教育資源の確保を含め検討をする必要があ

る。また、実験科目はリソースの制限により希望する受講者をすべて受け入れることがで

きていない。理工系大学に入学した者の希望を叶えられるような設備・人材の確保に尽力

する必要がある。 

 

【学士課程専門教育における課題】 

自然現象への知的好奇心を有し、基礎学力と応用力を身に付け、創造性をもつ専門人材

を輩出することをめざし、カリキュラム、実施方法を改善していく必要がある。 

幅広い科学的素養を身につけるために各系において、演習の充実・コロキウムなどにお

ける海外人材を含む多様な人材との交流や最先端科学にふれる機会を準備している。しか

し学生の持つ時間が有限であるため、さまざまな活動にじっくりと腰を落ち着けて取り組
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む時間が不足している状況は否めない。専門科目とそれ以外の活動のバランスも含め、カ

リキュラムの検討が必要である。 

野外実習等が必要な専門分野においては COVID 下で学生に十分な体験を与えることがで

きなかった。さまざまな代替手段の開発も必要である。 

各系において、学生が主体的に動くことにより体系的に最先端に到達できるようなカリ

キュラムを組み、一定の評価は得ている。科学や社会の変化に対応しながらこのような形

を維持していくために、偏りなく広汎な分野をカバーできるよう教員確保に尽力する必要

がある。 

 

【大学院課程教育における課題】 

 修士課程における講義の英語化は定着し、学生にも受け入れられている。一方、日本語

ネイティブの学生が自国語で最先端の科学を学ぶことができる、という我が国特有の優位

性を確保するための活動が必要である。 

 博士後期課程においては、教員と同様学生の研究時間の確保は喫緊の課題である。博士

後期課程の学生に求められるデューティが多すぎることも進学をためらう理由の一つにな

っているのではないか。カリキュラムの再検討を行うべきである。 

広い基礎科学の素養を培うと同時に、最先端科学にふれ、また国際的視点を培うため

に、特別講義・コロキウムなど、学外集会への参加の推進など、さまざまな方策を講じて

いる。一方、入学者に占める他大学卒業者の割合が高く、出発点のレベルが多様であるた

め、基礎教育の必要性があり、各系において授業科目の設置、セミナーにおける指導の工

夫を行っている。また、学士課程から修士課程への進学にあたり、他大学に進学する学生

も一定数おり、博士後期課程進学候補者が減少していることは問題である。授業料・カリ

キュラムなど学院内で解決できない問題もあるが対応策を検討する必要がある。 

博士後期課程においては定員充足が喫緊の課題である。理学院においては、留学生比率

が低いが、学内からの優秀な博士後期課程進学者が多くの割合をしめているという特徴が

ある。が、最近他大学へ進学したり、社会状況により進学を断念が増加しており、この対
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策が必要である。希望する全学生につばめ奨学金を与えたり、研究室レベルで RA 雇用を

行ったりすることにより経済支援を行っているが、さらなる資金確保により援助を充実さ

せる必要がある。また、研究とそれ以外のカリキュラムのコンフリクトが問題となってお

り、最近はかなり改善されているが、さらなる検討が必要である。 

 

【研究の水準の分析】に係る事項 

 「攻める基礎科学研究」と「未来の揺籃」 

世界最高峰を求めると同時に、他の分野の人が何をやっているかを互いに知り、評価し

合い、称え合うという姿勢を持つ。また、基礎科学研究の成果を社会に還元するには時間

を要すことが多い。効率を求めない一方、未来の人類のための基礎科学研究拠点としての

あり方を模索し続ける。 

 

（１） 研究活動の状況 

多様な分野から自由な発想で世界第一級の研究成果が出ている。教員も若手を意識して

採用している。理学院若手研究奨励賞により若手の優れた業績を全教員に紹介している。

ほとんど全ての教員が国際共同研究を行っている。各系において、多彩な分野を網羅し、

基礎から応用までの幅広い研究が盛んに行われており、科研費をはじめとする外部資金の

獲得も顕著である。分野によってはアウトプットが減速しているものがあるが、流動性の

高い教員構成により補充が滞っていることが原因と考えられる。十分な教員補充の必要が

ある。 

研究の活性化に資するコロキウム・セミナーが間断なく行われ、つねに新たな研究プロ

ジェクトが発足している状態で、学外との共同研究により、カバーする研究分野の多様化

がより一層進められている。これを維持するために広い分野の、「若手」と「分野を牽引

するベテラン」のバランスがとれるような人事を行う必要がある。COVID 対応により一時

減速を余儀なくされた海外および国内の学外での活動は回復しつつある。オンラインによ

るディスカッションなど手軽な交流はできるようになったが、対面での議論や実地調査は
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同様に効果的な代替手段がない。今後、さまざまなアクシデントがあるだろうが、その際

に研究活動を減速させない方策の検討も必要である。 

 

（２） 研究成果の状況 

外部資金獲得実績も良好である。理学の特質上、科学研究費のウエイトが大きい。今後

は分野により、産学連携などさらに多様なソースからの外部資金の獲得を目指す。NISTEP

など大学ベンチマークで良好な成績を残しているが、さらに多様な指標における高評価を

目指す。各分野で世界トップレベルの業績が挙がっており、それは、多数の外部資金獲

得、研究成果による受賞につながっている。この状況は何をおいても守らなければならな

い。そのために、教員・学生の研究時間確保、広い分野に渡る人材確保は必須である。 


